
令和７年度 都市経済常任委員会行政視察報告書 

 

１ 参加委員 

 （委員長）水本定弘 （副委員長）藤本恵祐 （委員）杉本啓子 （委員）花田慎       

 （委 員）菊池雅介 （委員）加藤大嗣 

 

２ 視察日時 

令和８年１月２１日（水曜日）１０時００分から１１時３０分まで 

 

３ 視察先 

   愛知県春日井市 

 

４ 視察事項 

 （１）電子マネーアプリ「かすがい PAY」の取組について 

  

５ 視察概要 

                   （担当 水本 定弘） 

視察先選定理由 昨今は物価高騰対策や地域消費の喚起が急務となっているが、従来の紙によ

る商品券等では事務コストや即時性に課題がある。デジタル通貨による事務効

率化と持続可能な地域通貨の先進事例として、本委員会の政策提言に生かすべ

く視察先として選定した。 

内 容 

・事業概要 

・効果、推移 

・課題 

・今後の方向性 

 

１．事業概要（所管：産業部 経済振興課課長 加藤氏） 

・企業の人材確保、観光サボテンなどの観光事業、ふるさと納税、国勢調査な

ども担当するなど幅広く春日井市の経済を推進にかかわる事業を行う課とな

っている。また、物価高騰やかなり多くの自治体で問題のなっている企業の

人材の不足や、中小企業の支援なども対応している。 

・直近３年の人口推移は令和４年で 309,011人、令和５年で 308,038人、令和

６年で 306,423人と、年々減少し少子高齢化が続いている。 

・業種別の産業状況としては、製造業、小売・卸業、医療・福祉業、建設業、

サービス業、運輸・郵便業、教育・学習支援業などが続いている。中でも製

造業については、業種別の割合が全国平均 16.4%、愛知県 32.1％、春日井市

35.8%と高く製造業が盛んな土地である。 

・地域経済循環率は 83.8％で、地域外流出金額が地域外流入金額よりも 2,115

億円多い。そこで、春日井市を力強く推進するため、第６次総合計画に位置

付けられた２つの条例（春日井市中小企業基本条例＝基本方針に即した計

画、春日井市商工業振興条例＝助成措置）を加え、春日井市産業振興アクシ

ョンプランを制定 



２．地域通貨活用事業の経緯と「かすがい PAY」の導入 

(1) 導入の背景と課題 

・従来、地域経済の活性化に向けて「プレミアム付き商品券」を実施してき

たが、紙媒体の商品券には「事務経費の増大」「効果が一過性に留まる」とい

う課題があった。そこで、春日井市・春日井商工会議所・春日井市商店街連

合会の三者が連携を強化。デジタル技術を活用し、「地域内での経済循環」と

「地域愛（シビックプライド）の醸成」を目的としたデジタル地域通貨「か

すがい PAY」の活用を決定した。 

(2)「DX推進による地域経済循環向上に関する協定」の締結 

・令和５年 12 月、上記三者間で協定を締結。「かすがい PAY」を商店街連合会

の公式地域通貨として指定した。 

【市の役割】 

運営主体にはならず、民間主導のアプリを「公的事業（プレミアム付き商品 

券等）」の基盤として採用・支援する立場をとる。 

【目的】 

単なる決済手段の提供に留まらず、キャッシュレスの普及、地域の DX人材 

育成、データ利活用による持続的な経済活性化を目指す。 

 

３．具体的な取組と市民・事業者の反応 

(1)プレミアム付き商品券による普及促進 

・「アプリを使える店舗が少ない」「操作が不安」といった普及の壁を突破する

ため、プレミアム付き商品券の全量をデジタル（かすがい PAY）化し、強制力

とインセンティブを持たせて利用を促した。 

(2)高齢層へのデジタルデバイド対策 

・全量デジタル化に対し、高齢者を中心に「スマホが使えない」等の不安の声

が上がった。これに対し、市は以下のフォロー体制を構築した。 

【説明＆サポート会の開催】 

市内各地でインストールや操作方法、チャージの個別指導を実施。 

【啓発活動】 

「DX社会におけるキャッシュレスの必要性」を丁寧に説明し、習得の機会と 

して共感を得るよう努めた。 

【結果】 

当初の想定よりも苦情は少なく、前向きに習得に取り組む高齢者も多く見ら 

れた。 

 

４．シビックプライドの醸成と将来展望 

(1)「地域愛」を軸としたコミュニティの持続 

・商品券事業をきっかけとし、終了後も日常的な買い物や地域の祭事（スタン



プラリー等）で継続利用される仕組みを構築する。これにより、市民・店舗

双方が地域を意識し、「地域愛」へと発展させることを目指している。 

(2)今後の展開イメージ 

【行政サービスの連携】 

ふるさと納税の返礼品、市の行事の景品、善行ポイント（ボランティアポイ

ント）としての付与。 

【データの利活用】 

蓄積された購買データを分析し、マーケティングや地域経済に活かせる人材 

の育成。 

 

５．行政としての関わり方と経済効果の把握 

(1)運営体制と公金決済への考え方 

【運営主体】 

市は発行・運営主体にはならず、民間開発のアプリを活用することで開発・ 

改修費の公費負担を抑制している（金銭的支援は行わず、周知・広報を中心 

に支援）。 

【公金決済の課題】 

市窓口での支払いや給付金への活用については、既存の共通決済基盤（大手 

決済アプリ中心）への加入が困難であることや、窓口業務の煩雑化を考慮し、 

現在は慎重に検討を行っている段階である。 

(2)経済効果の検証 

【地域外流出の抑制】 

RESAS（地域経済分析システム）のデータに基づき、商品券発行総額（約６億

円）の約８分の１（約 7,500万円）を市内に留める効果があったと試算。 

【今後の調査】 

利用者アンケートを通じ、商品券を契機とした購買行動の変化を継続的に調

査する予定。 

考 察 

・本市との比較 

・本市への事業導

入の可能性 

・今後の検討内容 

 

電子アプリを活用し地域経済を活性化させる方法としては良いアイデアであ

ると思われる。今後の課題としては、運用する人材、地域の連携（市、商工会

議所、各商店会）、費用など検討とともに他市での事例がまだあり、情報を増や

し、成功事例、失敗事例などを収集し費用対効果を図る必要がある。執行部側

の視点を加えたうえで民間のソフトを使った取り組みを参考にし、茅ヶ崎市で

も今後活用ができるように検討したい。 

備 考 参考資料 

（１）春日井市について、産業の現状、産業振興アクションプラン 

（２）春日井市議会要覧 

（３）市議会だより 

 


